
（様式①）

[教育委員会事務局] 15款7項4目 （単位：千円）

総額 一財+市債 総額 一財+市債 総額 一財+市債

1 小学校等給食物資購入事業 9,858,375 0 9,860,735 0 △ 2,360 0

2 中学校給食物資購入事業 1,624,268 0 728,970 0 895,298 0

計 11,482,643 0 10,589,705 0 892,938 0
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(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

係

本資料は、公正・適正に作成しました。 永井　隆 中山　均 古館　淳

9,860,735 ▲ 2,360 児童・生徒数の減

事業スケジュール

・令和４年４月：当初配当額通知
・令和４年８月：令和５年１～３月分献立単価の検討及び算出
・令和４年10月：最終配当額通知
・通年：基準献立執行額通知及び加重平均単価表の送付

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

小学校等給食物資購入事業

課長 係長 給食

細事業合計 9,858,375 9,860,735 ▲ 2,360

9,858,375

実績 177 145
喫食数

単位

回

事業目的・効果
(必要性)

　学校給食物資の調達の財源である学校給食費負担金を適正に管理し、給食物資の安定的な調達及び確実な納入を確保します。
　また、各学校の賄材料費等の予算の適正な執行管理を実施します。
※ 学校給食法第４条並びに特別支援学校の幼稚部及び高等部における学校給食に関する法律第３条の規定に基づき実施する学校給食に係る

学校給食費の取扱いについて、横浜市学校給食費の管理に関する条例が平成22年第４回市会定例会において制定されたことから、平成24年
度から学校給食費を公会計として処理することになり、歳入歳出予算に計上されました。

根拠・データ等

児童・生徒数【学級編成表】
<実績推移>元年度182,302人、２年度180,258人、３年度179,754人、４年度178,092人(見込)
教職員・非常勤【学校基本調査】
<実績推移>元年度 12,211人、２年度 12,389人、３年度 12,572人、４年度 12,845人(見込)

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 188 188 188 188 188 188 188

事業概要
　本市が設置する小学校及び特別支援学校等の学校給食物資の調達については、保護者等から徴収した学校給食費負担金を財源としています。学校
給食費の公会計化に伴い計上した歳入歳出予算を適正に管理する。

事業開始年度 平成24年度

根拠法令・方針決裁等 　学校給食法、特別支援学校の幼稚部及び高等部における学校給食に関する法律、横浜市学校給食費の管理に関する条例

決
算

9,411,081 9,237,126 7,442,166

0 0 0

9,699,238

0 0 0 0 0 0
予
算

9,637,639 9,989,693 7,353,279 9,805,041 9,751,996

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 △ 2,360 0 0 △ 2,360 0

0
令和３年度 9,860,735 9,860,735 0

単独事業

0
補助事業 0

令和４年度 9,858,375 9,858,375

区　分 金　額 国 県 諸収入 市債 一般財源

4

事業名称 　小学校等給食物資購入事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般会計

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 健康教育・食育
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号 1

事業区分

歳出予算科目 15 7

1



(様式②-1）

局 課

□ 施設等整備費 ■ その他

款 項 目

（単位：千円）

事業費

市債＋一般財源

事業費

市債＋一般財源

（単位：千円）

①

②

係

小学校提供喫
食率

単位

％

本資料は、公正・適正に作成しました。 木村　直弘 針生　大輔 上田　恵

728,970 825,448 喫食数の増

小学校給食室改修期間中の中学校給食
提供物資購入事業

事業スケジュール 通年実施

細事業
（事業内訳）

細事業名称 ４年度 ３年度 差引（増減） 増減説明

中学校給食物資購入事業

課長 係長 給食

細事業合計 1,624,268 728,970 895,298

1,554,418

実績

69,850 0 69,850 公会計化に伴う増

目標 40.0 60.0 65.0 65.0 65.0

実績

平均喫食率
単位

％

事業目的・効果
(必要性)

他の経費と区分管理を行い、横浜市が実施する学校給食における中給食用物資の確保に資することとします。

根拠・データ等

令和４年度の想定喫食率を30％（令和３年度実績に基づく推計）
就学援助等対象者の割合：18.0％、就学援助等対象者の喫食率を50％（令和３年度４～７月実績（41.3%）に基づく推計）
令和３年４月分注文数262,000食のうち、令和３年３月中に受理した注文数は約194,000食（約75％）
令和４年４月の生徒・教職員数想定（令和３年５月実績値）：78,000人、5,000人　合計83,000人
令和３年４月の中学校給食実施日数：16日（令和３年度実績）
令和４年度の中学校給食実施日数：170日（令和３年度実績に基づく推計）
小学校給食室改修予定校（児童・教職員数）：５校（約2,900人）
小学校の想定喫食率：60％、小学校支援対象者の喫食率：80％

事業指標 年度 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 ６年度 ７年度

目標 17.5 30.0 40.0 40.0 40.0

事業概要 中学校給食（デリバリー型）を実施するにあたり、利用者から給食費を徴収し、給食物資購入に充当します。

事業開始年度 令和３年度

根拠法令・方針決裁等 学校給食法、学校給食実施基準、横浜市学校給食費の管理に関する条例

決
算

2,153,060予
算

2,153,060 2,153,060

0 0

歳出 平成30年度 令和元年度 令和２年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度

増△減 895,298 0 0 870,134 25,164

0
令和３年度 728,970 672,210 56,760 0

単独事業

0
補助事業 0

令和４年度 1,624,268 1,542,344 81,924

区　分 金　額 国 県 負担金 その他 市債 一般財源

4

事業名称 中学校給食物資購入事業

財　源　内　訳 一 般 財 源 等

会計一般会計

実績

令和　４年度　事業計画書

事業局課 教育委員会事務 健康教育・食育
新規拡充 □ 新規 □ 拡充 事業評価書番号

事業区分

歳出予算科目 15 7

就学援助等対
象者の喫食率

単位

％

目標 30.0 50.0 70.0 70.0 70.0

2
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